
「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」
見直しに係る社会経済情勢の変化

R６.9 広島県
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参考資料２



現行ビジョンに記載の考慮すべき社会経済情勢の変化等
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情勢変化等 現 状 （参 考）

１

現実化する人口減少、
少子化・高齢化
（P76,77※）

※現行ビジョンの
該当ページ

人口減少及び高齢化の進行は全国では緩和
している一方、広島県は悪化

【人口減少】
・人口の将来推計によると、ビジョン策定
時に比べ人口減少の進行は全国では緩和、
広島県は悪化

【少子化】
・合計特殊出生率は、全国に比べて高いも
のの、ビジョン策定時から減少傾向

【高齢化】
・将来推計によると、ビジョン策定時に比
べ高齢化の進行は全国では緩和、広島県
は悪化

【東京一極集中】
・広島県から東京圏に対する転出超過は、
年々拡大

【人口減少】
（全 国）前回推計（平成27年）よりも出生率は低

下するものの、平均寿命が延伸し、外国人
の入国超過増により人口減少の進行はわず
かに緩和

（広島県）平成30年調査（2045年推計）
2,428,818人、
令和５年調査（2045年推計）
2,328,126人となっており、総人口の減少
幅も大きくなっている

【少子化】
（全 国）R2：1.33、R5：1.20
（広島県）R2：1.48、R5：1.33
【高齢化】
（全 国）高齢者人口が総人口の30%以上になると

予測される年
R2：2025年、R5：2030年

（広島県）2025年時点で高齢者人口
H30:30.3%、R5:30.7%

【東京一極集中】
R2：3,005（51）、R5：4,959（590）

（東京圏との転出超過数の推移※括弧書きは外国人の
転出超過数）



情勢変化等 現 状 （参 考）

２
新たな展開を迎える
グローバル社会

（P78）

外国人労働者は増加傾向にあり、制度変更によ
り更なる増加が見込まれる一方で、高度外国人
材の獲得は厳しい

【外国人労働者】
・平成19年以降で過去最高を更新
・令和６年３月、特定技能制度に４分野が追加、
今後更なる増加の見込み

・日本は、高度外国人材から選ばれる国になっ
ているとは言い難い

【成長市場】
・日本企業は国内よりも海外に成長の機会を求
めている傾向

【外国人労働者】
（全 国）令和５年10月末時点の外国人労働者

数は前年比12.4％増の204万8,675人
となり、比較可能な平成１９年以降で
過去最高を更新

（広島県）令和６年１月26日、広島労働局管内
事業所における令和５年10月末時点
で44,093人となり、過去最高を更新

【成長市場】
（PwC調査）国内市場と海外市場のどちらに中
期的な成長の軸足を置いているかを聞いたとこ
ろ、「海外市場」（28％）、「どちらかとい
えば海外市場」（27％）

３
AI／IoT,５Gなど急速
に進むデジタル技術

（P79）

新たなデジタル技術の出現・実用化が急速に進
む一方でデジタル技術の利活用能力は世界的に
低い

【デジタル技術】
・デジタル技術は依然として急速に進行してお
り、メタバースや生成AI、６Gなど、新たな
技術の出現・実用化

【デジタル技術の利活用】
・日本の世界デジタル競争ランキング（デジタ
ル技術の利活用能力）の順位は低下

【デジタル技術の利活用】
・日本の世界デジタル競争ランキング

2019年：23位
2023年：32位/63か国・地域）

現行ビジョンに記載の考慮すべき社会経済情勢の変化等
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情勢変化等 現 状 （参 考）

４
格差社会の懸念

（P80）

正規・非正規雇用には依然として賃金格差が存在、デジ
タル技術によって業種間の雇用需要量にも格差が生じる
可能性が高い

【賃金格差】
・同等の業務に従事する正規雇用・非正規雇用の間には、
依然として合理的な説明が難しい賃金格差が存在

（R5.7 広島県リスキリング推進検討協議会最終報告書）
【雇用】
・AIやロボットで代替しやすい職種では雇用減少、代替
しづらい職種や新たな技術開発を担う職種では雇用増
加、リスキリングの必要性の更なる高まり

【雇用】
（未来人材ビジョン（経産省））
職種：事務従事者 42% 減少、

販売従事者 26% 減少
情報処理・通信技術者 20% 
増加、
開発・製造技術者 11% 増加

５
頻発化する大規模災害

（P81）

南海トラフ地震など災害リスクが高まっており、能登半
島地震などで顕在化した課題を踏まえた対策が急務

【災害リスク】
・気候変動に伴う災害リスクの更なる高まりの懸念

【能登半島地震で顕在化した課題】
・能登半島地震における災害関連死に影響する事象（避
難生活環境の悪化等）
の発生、被災地外への避難などの新たな対応の必要性
の高まり

【災害リスク】
国土交通白書 2023、令和５年版防災白書

（全 国）
・氾濫危険水位を超過した河川数

2019年度は403件と対2014年度比
で約５倍

・南海トラフ地震の30年以内発生確率
平成25年公表時：60％～70％
令和５年公表時：70％～80％

（広島県）
・土砂災害警戒区域

R2.10.8：47,689箇所、
R4.4.25：47,725箇所、
R6.2.22：47,763箇所

現行ビジョンに記載の考慮すべき社会経済情勢の変化等
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現行ビジョンに記載の考慮すべき社会経済情勢の変化等

5

情勢変化等 現 状 （参 考）

６
新型コロナウイルスに
より引き起こされた
社会経済環境の変化

新型コロナによる経済の影響は回復基調にあり、またデ
ジタル化の進展、価値観や暮らし方・働き方の変化等は
一部を除いて定着

【経済】
・5類感染症に位置付けられたことや供給制約の緩和に
よる経済の回復基調

【社会変化】
・新型コロナを契機にテレワークやオンライン診療の仕
組みの定着

・コロナを契機に東京などから地方へ本社を移転する
「脱首都圏」の動きが広がってきたが、首都圏回帰の
動きの強まり

【社会変化】
（企業のテレワーク導入状況）
令和５年版情報通信白書
R２：47.5％（導入済）

  10.7％（導入予定）
R４：51.7％（導入済）

  3.5％（導入予定）
（オンライン診療）
オンライン診療届出数調べ
R4：6.9％、R5：10.7％

（首都圏企業の転出超過）帝国データ
バンク
令和５年首都圏企業の転出超過は
前年比5割減の27社、首都圏転入は2
割増の310社



6

情勢変化等 現 状 （参 考）

７
経済安全保障に対する

意識の高まり

新型コロナや国際情勢の変化をきっかけとした経済安全
保障に関する意識の高まり

【原材料・物価高騰】
・新型コロナ禍での原材料・物流価格の高騰
・ロシアによるウクライナ侵攻をきっかけに原材料価
格の高騰

【国家間競争】
・中国を始めとする新興国・途上国の台頭により国際
社会にパワーバランスの変化、地政学的な国家間競
争の激しさの高まり

・一部の国家は急速かつ不透明な軍事力の強化を進め、
独自の歴史観・価値観に基づき既存の国際秩序に対
する挑戦的姿勢と自己主張を強化

ビジョン策定時に予測できなかった考慮すべき社会経済情勢の変化等
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情勢変化等 現 状 （参 考）

８
個人の価値観の
尊重と対応

コロナ禍等をきっかけに、自身の価値観を重視し、その軸
に則して行動する傾向の高まり

【価値観】
・学生では、19年卒以降、人生における優先度の高い
要素として、自分や自分の時間を大切にするという
価値観を持つ割合が増加する傾向

・ミレニアム世代（1983年～1994年生まれ）に対し
て、Z世代（1995年～2004年生まれ）は、理想の
働き方を実現するために行動する、自身の価値観に
反する企業や業務を拒否する傾向（デロイトトーマツ
調査）

・観光におけるモノ消費からコト消費の更なる強まり、
旅行の動機として、相対的に日常生活からの解放を
挙げる割合の増加

【価値観】
優先度の高いもの（マイナビ調査）
（19年卒）仕事：29.1%、

 自分：23.6%
（23年卒）仕事：18.7%、

自分：31.9%
旅行の動機（複数回答可、

日本交通公社調査）
・日常生活から解放されるため

R3：2位、R4：1位、R5：1位
・旅先のおいしいものを求めて

R3：1位、R4：2位、R5：2位

ビジョン策定時に予測できなかった考慮すべき社会経済情勢の変化等



「安心▷誇り▷挑戦 ひろしまビジョン」
社会経済情勢の変化

【参考資料】
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9
出所：総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」、広島県人口移動統計調査（年報）を基に広島県経営企画チーム作成

➢ 本県の総人口は、1998年の288万人をピークに減少基調となり、2020年時点で

280万人を割り込んでいる。

➢ さらに、2050年には 223万人（2020年比▲57万人）に減少、そのうち、

  15～64歳人口は 115万人（2020年比▲47万人）に減少すると推計されている。

１ 広島県の人口の推移



２ 広島県の人口構造の推移

10出所：総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」、広島県人口移動統計調査（年報）を基に広島県経営企画チーム作成

➢ 本県の生産年齢人口は、2020～2050年の30年間で、約47万人減少し、

 高齢者人口は、2040年にピークをを迎えるまで緩やかに増加し、その後減少

すると推計されている。

＜広島県の人口構造の推移＞
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３ 広島県の出生数の推移

11※ 厚生労働省「人口動態月報年計」

➢ 本県の合計特殊出生率は、2023年1.33（全国第18位）で緩やかに低下している。

➢ 出生数は、2016年以降、減少が進行している。

＜出生数及び合計特殊出生率の推移＞
（人）
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４ 広島県の転出入超過数の推移
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➢ 本県の総数の転出超過は、日本人の転出超過が悪化した2017年以降悪化傾向

（コロナ影響年を除く）にある。

➢ 日本人の転出超過は、2017年以降悪化が継続し、特に2019年以降の悪化が顕著

 （コロナ影響年を除く）である。

➢ 2019年までは外国人がほぼ横ばいであったが、2021年以降悪化傾向である。

＜日本人・外国人別転出入超過数の推移＞

※ 総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」

2023202220212020201920182017201620152014

2023202220212020201920182017201620152014



５ 広島県における東京圏との転出入超過の推移

13

➢ 本県においては、東京圏に対する転出超過が年々拡大している。

＜東京圏との転出入超過数の推移＞

※ 総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」を基に広島県経営企画チーム作成

） ） 要 要



６ 広島県の外国人労働者数の推移

14

➢ 本県の外国人労働者数は、増加傾向にある。

＜外国人労働者数の推移＞

※ 広島労働局「外国人雇用状況」を基に広島県経営企画チーム作成

要



７ 広島県の外国人総観光客数の推移

15

要

＜外国人総観光客数の推移＞

※ 一般社団法人広島県観光連盟「広島県ん観光客数の動向」を基に広島県経営企画チーム作成

➢ 本県の外国人総観光客数は、回復傾向にあるが、2019年の水準には及んでいない。



８ 正規雇用と非正規雇用の賃金格差の推移

16

要

（千円）

➢ 雇用形態間の賃金格差は、縮小傾向にあるものの、まだ3割以上の開きが存在し

ている。

※ 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」を基に広島県経営企画チーム作成

＜雇用形態別賃金の推移＞



９ 新たなデジタル技術

17

要

※ デジタル庁「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（2024年１月）資料より抜粋



10 デジタル化の進展による労働需要の変化（職種）

18※ 経済産業省「未来人材ビジョン」（2022年5月）資料より抜粋

要



11 デジタル化の進展による労働需要の変化（産業）

19※ 経済産業省「未来人材ビジョン」（2022年5月）資料より抜粋

要



12 南海トラフ地震

20※ 内閣府「南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ」検討状況資料より抜粋（2023年11月時点）

要



13 南海トラフ地震の被害想定

21※ 内閣府「南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ」検討状況資料より抜粋（2023年11月時点）

要



14 テレワークの導入状況

22

要

※ 総務省「通信利用動向調査」より抜粋



15 国内製造業の生産拠点の移転動向

23

要

※ 経済産業省「2023円盤ものづくり白書」より抜粋

＜生産拠点の移転の動向＞ ＜直近１年間の国内回帰と海外移転の要因＞

➢ 国製造事業者の直近１年間（2023年時点）で、生産拠点の移転を行った企業の中

では、中国からの国内回帰が多く、ASEAN諸国とでは、新規移転数が国内回帰

数を上回っている。

➢ 直近１年間の移転の理由として、国内回帰では、新型コロナウイルス感染症への

対応策として、国内生産拠点の強化を図る製造事業者が多かった。

➢ 海外移転の要因は、多くの製造業者が、「消費地生産」や「労働者の量」を挙げ

ており、海外に対する労働力の調達先や市場としての期待が大きい。
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